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消費増税を前にいま急ぐべきは
「通勤費管理」のシステム化

業界を代表するシステムベンダーが指南する生産性向上施策

業務課題解決ソリューション

業界別動画活用による
ビジネスコミュニケーション革新
動画の「伝える」で安心安全な
社会創りを目指して
～2020年オリンピックに向けて
　 警備業界の課題解決に貢献する～

従来は不可能と諦めていた「大規模レガシー資産」の
Java 化と最新プラットフォームへの安全確実な移行
を実現するサービス

TIS株式会社

「Xenlon ～神龍 マイグレーションサービス」
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消費増税を前にいま急ぐべきは
業界を代表するシステムベンダーが指南する生産性向上施策

8％に増税された2014年を振り返ると、もっとも混乱したのが、運賃改

定にともなう通勤費精算でした。今回の増税でも、同様のことが予想さ

れます。当時は鉄道会社によって運賃改定のタイミングがバラバラだっ

たため、システムを導入していない企業の人事部門は、新運賃への切り

替えにともなう定期券の精算業務に忙殺されたのは記憶に新しいところ

です。全社員分の定期券について、Web上のソフトや地図を使って運賃

や通勤経路の妥当性などを一つひとつチェックしていくのは途方もない

作業です。それを一定期間内に完了しなければならない。人事部門の負

担はきわめて大きいといえます。

ええ。人事部門の長時間労働につながるほか、膨大かつ煩雑な作業に

よって計算ミスが誘発される恐れもある。通勤費といえば企業にとっては

固定費ですから、適切な管理で削減できればそのまま利益に直結します。

企業収益に与えるインパクトはきわめて大きいはずですが、こうした状況

では適切な通勤費管理などは難しいでしょう。

もっとも、通勤費管理は重要な仕事とはいえ、人材の採用や評価、育成

などを担う人事部門にとって、中心的な仕事ではありません。煩雑な通勤

費管理から解放することで、本来の業務に専念でき人事部門の生産性が

大きく高められます。

通勤費管理をシステム化することです。たとえば、当社が開発した通勤

費管理システム『らくらく定期.net』では、地図情報と連動し、自宅住所と

勤務先住所を打ち込むだけで、利用可能なすべての駅やバス停をピック

アップしてくれます。複数の起点駅と複数の終点駅を組み合わせたすべ

― 消費増税を控えるいま、多くの企業が直面する問題は
　 なんでしょう。

― 社会的テーマとなっている「働き方改革」に逆行するような
　 事態ですね。

― 「働き方改革」を実現しながら、通勤費を適切に管理する
　 方法はありますか。

「働き方改革」にともなう多様な
経路検索にも対応
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通勤費管理システム

「働き方改革」で
会社を変える

　2019年10月に予定されている消費税の10％へ

の増税。税率変更にともなう各種手続きに追われ

る経理・人事部門にとって、とくに懸案となるのが、

運賃改定を受けての全社員分の通勤費精算管理だ。

これに対し、「システム化によって、経理・人事部

門の生産性は劇的に上げることができる」と指摘

するのは、通勤費管理システムを開発するシステム

ベンダー、(株)無限の代表、清水氏である。通勤費

管理システムの導入効果について、同氏に聞いた。

地図情報
と連動

「通勤費管理システム」では

複数駅×複数駅の組み合わせ検索

道なり距離も測定可能

価格・距離・乗換回数で条件検索

自宅と勤務先の住所を入力すれば、利用可能な
複数駅による、すべての組み合わせ経路を一覧表
示できる。

価格・距離・乗換回数の3基準で経路の絞り込み
が可能。複合的に条件を設けることで、「最安価格
+30％以内」といった条件つき経路検索も可能。

バス停までの距離、バス乗車距離、マイカー通勤
の際はガソリン代計算にも利用できる。
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「通勤費管理」のシステム化

― 「働き方改革」や生産性向上に努める経営者にアドバイスを
　 お願いします。

導入効果を享受するには1日でも
早くシステム化すべき

ての通勤経路が自動で一覧表示されるので、運賃や経路のチェックを瞬

時に行えます。

最近では、「働き方改革」の影響から、通勤時間も労働時間の一部とみ

なし、通勤の負荷を減らすべく、最安経路のみならず最短時間経路や乗

換回数の少ない経路の選択を許可・推奨する企業が増えています。『らく

らく定期．ｎｅｔ』では、価格や距離、乗換回数などの条件を設定すれば、

その条件内での検索が可能です。ですから、社内規定に即して「最安価

格＋30％」といった範囲内での条件つき経路検索もできます。―システ

ム導入によって、通勤費管理の生産性はどの程度向上しますか。当社の

試算によると、社員1000名規模の会社であれば、従来330時間以上要し

ていた作業が、わずか25分で完了させることができます。

申請者である社員がシステムを直接操作し入力。それを上長が承認し、

人事部門が確認するという一連のワークフローをシステム内ですべてカ

バーしていることも特徴です。よって、従来の紙ベースのように、申請情

報を管理システムに転記、再入力するようなムダな作業も生じません。

前回の消費増税の際、通勤費管理で大変な混乱に陥った企業はじつ

に多く、その反省からシステム化を決断した例も多数あります。とくに、社

員数の多い企業や、拠点間の異動が多い企業では、定期券の精算、払い

戻しなどの作業は日常的に発生するもの。この作業を効率化することで

得られる効果は非常に大きいです。その意味では、消費増税は社内の業

務効率を見直すとてもいい機会です。システム導入を急げば、そのぶん

多く導入効果を享受できます。1日でも早くシステム化を決断すべきです。

通勤費管理で生産性の向上や経営コストの削減を進めたい経営者の

方はぜひ、当社にお問い合わせください。

「通勤費管理システム」導入による
時間削減効果

※社員数1,000名の場合

19,975分＝約333時間
の削減効果

作業内容 導入前 導入後

対象路線・従業員の
情報収集 5分 ̶

新運賃または
差額運賃の確認 10分 ̶

駅すぱあと更新 ̶ 10分

対象路線の登録 ̶ 5分

給与システムへの入力
　1件あたり作業時間合計
　処理件数

5分
20分
1,000件

10分
̶

一括処理

20,000分 25分

こんな経路検索が可能に

運賃改定時には、
新運賃へのデータ一括更新が可能

株式会社無限清水 宏太代表取締役社長

UNIRITA Magazine 2018 MAY
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オリンピック開催とともに近年ではリスクが高まるテロへの警戒など、

必要される警備領域も拡大してきています。

警備業界全体の売上は、年々高まっており、継続した伸びが見込まれ

ます。図1: 警備業の概況の「売上高」を見ると堅調な推移が見て取れま

す。これに対し「警備員数」を見ると、警備員数は、微増、微減を繰り返し

ており、警備の需要の高まりに対し、警備員数が追い付いていない状況

となっています。

日本の生産人口が減少している関係で警備業界の人手不足が大きな

課題となっています。警備の仕事は増え続けているものの人手が足りな

いため、仕事を断らざる得ない状況です。自社だけでは案件に対応でき

ず、別の会社を紹介するといったケースも多くなっているのではないで

しょうか。

警備業法では、他の警備会社から警備員の応援を頼む行為はそもそ

も禁止されているため、自社で案件を担当できなければ、他社に案件を

紹介するしかないのが現状です。経営者から見れば、ビジネス機会の損

失につながっているといえます。

さらに警備員の高齢化が人手不足に拍車をかけます。警備の仕事は

薄給激務という印象が強いため若者に人気がなく離職率も高いといわ

れています。若年層の雇用ができないため、定年退職後の高齢者の雇

用も進んでいる現状があります。その結果、60歳以上の雇用の割合も多

く、今後も高齢化の傾向は継続するものと考えられます。

 

グラフを見てわかる通り、日本の人口減少や少子高齢化を考えた場合

に警備員不足を日本だけで解決するのには限界があり、外国人採用も

視野に入れることが必要になります。その状況になれば、これまでと同

様の教育だけでは対応が難しく、外国語対応など、警備員育成に対する

企業側の負担も多くなることが予測されます。

警備業界は、警備員一人ひとりのスキルがサービスレベルに直結しま

す。結果として、このサービスレベルの高低が、売上に影響する課題で

あることはいうまでもありません。

現状、警備員不足を補うために、遠隔監視システムや防犯カメラの普

及、警備員に変わるロボット採用など、自動化や無人化などの方向に進

んでいます。しかし、警備の仕事においては、ITが対応できる範囲は一部

分であり、大半は人間の判断が伴う仕事になります。

また、ITが増加すれば、これまで必要なかったIT関連の操作手順など、

新たなスキル習得が必要になります。同時に警備業法の改定への対応

や警備員に関する国家資格などの取得を推進し、さらに専門的な領域の

警備業務に携わることを目指す必要があります。

ビジネスは人次第であり、人が集まる組織では役割とスキルが重要で

す。これにかける教育費用は、企業にとって必要な投資です。この投資

を無駄なく、効果的にするポイントはあるのでしょうか。

深刻な人手不足

業界別動画活用によるビジネスコミュニケーション革新
動画の「伝える」で安心安全な社会創りを目指して
～2020年オリンピックに向けて警備業界の課題解決に貢献する～

2020年の東京オリンピック・パラリンピック開催を控え、警備業界における警備ニーズが高まっています。高まる

警備ニーズに対し、安心安全な社会創りを継続して目指すためには、人材確保と効果的な教育方法が必要となります。

今回は、このような警備業界に対する課題や問題点をお知らせするとともに、具体的な解決方法をご紹介します。

増加する警備ニーズ
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出展：警察庁『平成28年における警備業の概況』

警備員数 0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

生産年齢人口と高齢化率の推移

生産年齢人口（15～64歳人口、左軸） 高齢化率（65歳以上の割合、右軸）

2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055  206 0

（出典）2015年までは総務省「国勢調査」（年齢不詳人口を除く）、
2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」
（出生中位・死亡中位推計）

「3つの大きな課題」

・ 就職希望者が少ない
・ サービスレベルの向上が業績のカギ
・ 離職率が高く、人材採用の度に
    教育する必要がある

図1: 警備業の概況

図2：生産年齢人口と高齢化率の推移
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前述の「3つの大きな課題」を解決するためには、人材教育を効率化し

てコスト削減を目指す取り組みが有効です。また、削減したコストをスキ

ルに応じた賃金アップにつなげ、雇用増加と高品質なサービス提供につ

なげることができます。教育コストといっても、多岐にわたります。例えば、

本部や教育担当のマニュアル作成です。役割ごとに数十ページのマニュ

アルを作成・印刷する必要があります。展開時には配付、ならびにメンバー

への研修会の実施などが行われているかと思います。これらは採用スタッ

フ、新商品やサービスの数により比例的にコストが増大していきます。

さらに紙のマニュアルには業務により向き不向きがあります。仕事の

手順や流れ、表や図で表したいものについては、伝わりやすいでしょう。

その反面、一連の動作や声の具体例など、文字で表現しても、読む人の

捉え方で変わってしまう内容には向きません。例えば、「声を大きく」「元

気に」「笑顔で」などです。この捉え方で変わってしまうやり方がサービス

レベルの均一化ができない一つの要因です。

このような紙では伝えづらかった一連の動作の教育は、動画を活用す

ることによって解決することができます。しかもスタッフの理解も早いの

でより効率的に教育を実施することができます。本部や教育チームが中

心となり運営することで、均一的な教育を行うことができます。さらに、

外国人スタッフへの教育にも効果があります。動画なら外国人スタッフ

にも情報が伝わりやすく、効果的に教育を進めることができます。

「紙では伝わりづらい」や「指導が均一化しない」といった課題は動画

の「伝える力」で解決することが可能です。また、動画を示すことで働く姿

勢がかっこいい、やり甲斐を感じるなどのモチベーションに結びつくので

はないでしょうか。早くスキルを身に着け、一人前として働ける、まわり

から必要とされる役割を担いチームの一員になることでスタッフの満足

度が向上するのではないでしょうか。動画による教育ならびに、本部と

スタッフがコミュニケーションできる教育環境で、きめ細かな教育を提

供して、スタッフの定着率向上を実現することができます。

❶サービスレベルの平準化：紙では伝わりづらい、指導が均一化しな

い問題を動画で解決。外国人スタッフへの教育も動画なら効果的

❷教育コストの削減：紙マニュアルの作成、修正、更新など煩雑な業

務から解放。展開も容易に行える

❸スタッフ状況の把握：教育の進捗状況や、スタッフの顔が見え状況

が把握できる。課題発見と対応が迅速に可能となる

❹教育の負担軽減：動画を活用した教育は、スタッフが自主的にそれぞれ

のペースで学習していくため、教育担当者の負担を大幅に軽減できる。

❺スタッフの定着率UP：効果的な教育でスタッフは即戦力で働くこと

ができ、スタッフのモチベーションもあがり離職率低下につながる

人に物事を教える場合、Face to Face が理想であることはいうまでも

ありません。人材教育は目標とするスキルを身に付けてもらうことがゴー

ルですので、話をして伝えるだけでなく、相手の反応（表情、態度など）を

見ながら、伝え方を変えたりした方がより効果的です。一般的な紙のマ

ニュアルによる教育では、反応は全くわかりませんし、進捗も把握しづら

いのではないでしょうか。これらを補うのは教育担当者かもしれません

が、入れ替えが多いと負担は増すばかりです。

「現場のスタッフ一人ひとりを見える化する」

ユニリタのソリューションなら、対面に近い教育を実現します。お手本

を見て、スタッフが撮影した動画で各スタッフの顔が見え、スタッフのレ

ベルを実感することができます。コメント機能にて良かった点や課題、

問題を指摘することで会話ができるわけです。本部と店舗などの現場を

つなげるコミュニケーションの手段といえます。

また、教育の可視化ができることで人材マネジメントにつなげること

ができます。スタッフの教育状況やスキル状況、勤怠からの警備経験状

況の把握など、ユニリタでは業界にあわせた必要な業務サービスをトー

タルで提供することができます。

今回紹介した「人材マネジメントソリューション」は、さまざまな業界

のワークスタイルにフィットし、安全かつ迅速な情報提供を実現するサー

ビスです。多彩な機能でワークスタイルにあわせた情報活用を実現して、

新しいビジネスチャンスの創出を支援します。

ITが変化し続ける時代、働き方改革の実現を通じて、お客様のビジネ

スのお役に立つことができましたら幸いです。

動画活用の効果

担当者紹介

営業本部 営業部
ITエンジニアG

村田 雅信

教育からつながる人材マネジメント

ユニリタの人材マネジメントソリューション

動画活用で人材教育を革新する
ユニリタのソリューション

警備業界向け

クラウドサービスだから
時間と場所を問わずに
情報へのアクセス

が可能

勤怠管理
警備員の実績管理

帳票出力
警察へ提示する

届出など、各種帳票の出力

様々な情報の可視化
資格取得者、スキル一覧、
警備経験一覧など

多種多様なレポート出力

教育効率化
動画を活用したノウハウ提供、

スタッフ教育

経費管理
警備員の旅費計算

情報の一元化
お知らせ発信、

共有コンテンツ管理

コミュニティ活用
チャットを活用した
業務サポート

他にもさまざまな業界でご活用いただいています
畜産 外食 介護
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担当者紹介

吉田 一也
株式会社アスペックス
代表取締役社長

平成27年12月にストレスチェック制度が義務化され、毎年1回、この検査を実施することが義務付けられました。それ以降、各企業では実施における準備・対応
に追われ、多くの時間を費やしています。3年目を迎えた今でも、各社の対応は未だ試行錯誤で毎回さまざまな課題が浮き彫りになっているという話を耳にします。
今回は、このストレスチェック制度の実施に関して、当社（株式会社アスペックス）が提供しているストレスチェックサービスを実際に利用いただいている中

で、浮き彫りになった問題点や課題を、厚生労働省から公表された施行後の集計データ「ストレスチェック制度の実施状況 ※厚生労働省労働衛生課調べ（平成29年7月）
」と照らし合わせながら検証するとともに、これらの問題点や課題を解決するサービスをご紹介します。

平成29年7月に厚生労働省から報道機関向けにストレスチェック制度
の実施状況について、取りまとめた情報がはじめて公表されました。こ
の集計情報を簡単にまとめると、以下の結果になります。

　①の数字だけをみると意外に実施率は高いと思われるかもしれませ
んが、未実施の罰則規定があるこの制度を、17.1%の事業場がを実施し
ていない可能性があるという結果は、手放しに高い数字と評価すること
はできません。事業場の規模別（ストレスチェックの義務化の対象は企
業単位ではなく事業場単位の労働者数で決定します）にストレスチェッ
クを実施した割合をみると、以下の結果となっています。

この数字から分かるように、事業場規模が小さくなるにつれて実施状
況は低下しています。
また、ストレスチェック実施者は、医師、保健師、一定の研修を受けた
看護師・精神保健福祉士から選任する必要がありますが、この選任状況
については、

という数字で、事業場が小さいほど外部委託の割合が高いという結果で
した。

ストレスチェックの実施割合については、事業場規模が小さくなるに
つれて、ガバナンスが効きづらいという理由も一部あるかもしれません
が、大きな理由は、このストレスチェックにかける準備の多さとそれに関
わる実施工数にあるのではないかと考えています。
ストレスチェックの実施には、多くの準備と何層もの実施手順が必要
です。

例えば500人の事業場と50人の事業場を比較して実施工数を1/10に
することは非常に困難です。500人の事業場は、実施のプロセスをシス
テム化することにより、その工数を大幅削減することが可能ですが、50
人の事業場では削減できる工数にも限界があります。実施人数が何人
だろうが1回の実施におけるプロセスは同じだからです。
更なる問題点が、実施者についてです。多くの企業では実施者を産業
医が担当しましたが、想定よりも作業負担が大きかったため、2回目以降
は引き受けを辞退するといったケースが起こり始めています。
実際、事業場の規模が小さいと産業医へ支払われる報酬額も少ない
傾向にあります。また、担当する産業医にも専門があり、メンタルヘルス
に関する診断は特に専門的な知識がないと難しい分野ですので、産業
医にしてみれば、少ない報酬額で作業負担が大きいうえに専門外であ
れば、できればやりたくないという話になって当然です。厚生労働省の
データでも、事業場が小さくなればなるほど外部委託への依存度が高く
なっていることが、この状況を物語っています。
結果的に、これらの問題点によって労働者数が少ない事業場ほど「余
計な業務とコスト」が重くのしかかり、実施率にも影響を及ぼしている状
況です。これは集計数字からだけでなく、実際に当社のストレスチェック
サービスをご利用、ご検討のお客様からも時々耳にします。
また、このストレスチェック制度の実施を更に難しくしている課題が、
受検者のプライバシー保護が不可欠であることです。プライバシー保護
のために、実施者となる産業医（または保健師、看護師など）以外は、事
業者に指名された事務従事者しか、受検内容を参照するような事務作
業には携わることができないため、誰かが安易に手伝うこともできず、こ
の実施のハードルが更に高くなっています。

ストレスチェック制度が実施されて、どの企業も2回目が終了し、今年
で3回目の実施に取り組み始めた企業も多いかと思います。当社もこの
サービスを開始して毎回出てくるお客様からのご要望を取り入れながら
日々進化させています。
特に、当社のサービスは次のような特徴があります。

　
以上のように、当社サービスは、ストレスチェックの実施に関わるお客

様の作業工数をいかに少なく、受検率を上げて、なおかつ低コストで実
現できるかにこだわってご
提供させていただくととも
に、これからも機能強化に
努めてまいります。

製品＆サービス紹介
最新トピック ストレスチェックがストレスに！？

～現状の課題を解決するストレスチェック実施について～

ストレスチェック制度の実施状況

アスペックスのストレスチェックサービス

浮き彫りになった問題点

に！？に？
施に
？

施に
？

施に
？

施に
？
ににににつにつにつにつにつにつにつにつにつにつにつにつにつにつついついついついついついついついてついいてついいていいていいていいていいていて～いて～ついて

ストレスチェック実施手順

 50 ～ 99人 100 ～ 299人 300 ～ 999人 1000人以上
 78.9% 86.0% 93.0% 99.5%

 50 ～ 99人 100 ～ 299人 300 ～ 999人 1000人以上
 55.8% 58.3% 67.5% 81.3%
 44.2% 41.7% 32.5% 18.7%

①ストレスチェック制度の実施義務対象事業場のうち、82.9％の事業場が
　ストレスチェック制度を実施。
②ストレスチェック実施事業場の労働者のうち、ストレスチェックを受けた
　労働者の割合は78.0％。
③ストレスチェックを受けた労働者のうち、医師による面接指導を受けた
　労働者の割合は0.6％。
④ストレスチェックを実施した事業場のうち、78.3％の事業場が集団分析
　を実施。

事業場内の産業医、所属の医師等
外部委託（医師、保健師、看護師など）

● 従業員数が少ないお客様で問題となっている、ストレスチェック実施までの
計画・準備にあたっての各種必要書類に関するテンプレートを用意し、各社
でカスタマイズしてご利用いただくことが可能

● 準備段階や実施時におけるシステム設定など、お客様の負担を軽減できる
ようなサービスメニューを用意

● お客様側がご契約している産業医以外で実施者を立てなければならない
ケースへの対応として当社システムを熟知した資格のある看護師による実
施や外部委託先のご紹介

● ストレスチェックの受検にスマートフォンも利用可能
● 受検率を上げるため、さまざまな条件でのメール通知、リマインド通知が可能
● インターネットを使った受検が困難なケースに対応するため、紙による受
検も併用可能で、紙による受検結果のデータ化までワンストップで提供

● 実施者だけしか受検内容を参照できないよう、プライバシー保護機能も万全

実施表明 会社から社員・スタッフへ
チェック実施を表明

反応集計 表明への反応・質問を集計
適宜メールで回答

実施期間設定 チェック実施期間を設定

配布と回答 説明文書と質問票の配布
と回答

回答状況集計 回答状況を集計・監視
未回答者には回答催促

分析評価 記入結果の分析
個人分析と職場毎分析

高ストレス者判定 産業医が判定基準を設定
高ストレス者を選定

 判定結果通知 高ストレス者へ
判定結果を通知

開示意思確認 高ストレス者に対して
分析結果の開示意思を確認

面接意思確認 高ストレス者に対し
会社での面接希望確認

面接予定調整 面接望者に対し
面接スケジュール調整

面　　接 産業医による面接の実施

 報告書作成 面接結果報告書
労基署への報告書を作成

高ストレス者判定 産業医が判定基準を設定
高ストレス者を選定
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平成30年度
研究部会活動スタート！

5月より今年度の研究部会活動がスタートします。
各地区で春の全体会を開催し、一緒に研究活動を行っていくメンバ、コーディネータとの顔合わせを行います。
研究活動のスタートとして、メンバの自己紹介から今後の研究活動の進め方などを決めていきます。

　システム管理者の会は、システム部門の皆さまを応援していくことを活動の指針として掲げ2009年3月に発足しました。
　おかげさまで、活動10年目を迎えるこの時期に会員数が16000名を突破しました。
　今後も、システム管理者認定講座や各種イベントなど人財育成活動や、システム管理者の方に対する「感謝の気持ちを
広める」活動を行いますので、皆さまのご参加をお待ちしています。

日本最大規模のシステム管理者のネットワークとして今年度もポータルサイトを
中心に情報発信していきますので、興味のある方は、ぜひご参加ください。

参加者・上司の声

・平成30年度の
  全体オリエンテーション
・研究グループ別の初会合

 春の全体会のアジェンダ
東日本地区
中部地区
西日本地区
九州地区

平成30年5月23日（水）
平成30年5月16日（水）
平成30年5月15日（火）
平成30年5月21日（月）

TKPガーデンシティ品川（品川）
キャッスルプラザ（名古屋）
アートホテル大阪ベイタワー（弁天町）
TKP 博多駅筑紫口ビジネスセンター（博多）

全体会後には研究グループ内の交流を深める場として懇親会を行います。

当研究部会では、技術力向上を目指した1年間の研究活動だけではなく、異業種交流や人材育成の場としても活用していただいています。
ぜひご参加ください。

各地区の開催日程

・業種、役職、年齢が異なるメンバで活動ができた
ことは勉強になり、大変有意義な活動ができまし
た。自由な雰囲気であったため、普段の仕事とは
違った開放感のようなものがあり、リフレッシュで
きました。

・1年という長い期間、他社の皆さんと協力して成果
物を作成し発表まで行うことに意義を感じていま
すし、こういう機会はとても重要だと思う。
・活き活きと発表していました。また、他社さんとの
交流が深まり良い仲間ができた様です。

参加者 上司

会員数
16000人を
突破！

平成30年度の研究グループメンバ募集中！
　今年度は東日本、中部、西日本、九州の4地区で全34テーマの
研究活動を予定しています。ご興味のある方は、ぜひご参加ください。
　仲間とともに1年間の研究を楽しみましょう！

研究テーマの詳細・お申し込みはユーザ会HPで
http://www.uniritauser.jp/theme/h30/index.html

活動10年目を迎える、システム管理者の会
システム管理者を支える活動を一挙ご紹介

システム
管理者の会

「第12回システム管理者感謝の日
イベント」の開催近づく！ 2

Month

あと

イベント開催まで

7/12（木）
会場：大手町日経ホール

システム管理者 感謝の日にはカレーをプレゼントしよう！
　システム管理者の労をねぎらう記念日の「システ
ム管理者感謝の日」。
　毎年7月最終金曜日にあたるこの日には、「いつ
もありがとう、おつカレー様です」ということでカ
レーをプレゼントする日として推進しています。
　システム管理者の方にカレーをプレゼントして、
一緒に盛り上がろう！

　システム管理者認定講座は、システム管理者を目指す若手から中堅者を対象にした、
スキルアッププログラムです。ヒューマンスキルとテクニカルスキルの両面から、シス
テム管理者に必要な知識や心構えの習得を目的としています。

　システム管理者の方へ感謝の気持ちを伝える活動を普及させ
たいという想いから、「システム管理者アワード」をはじめました。
　システム管理者の方へ感謝の気持ちを伝えたり、活躍を表彰し
たりする活動を情報提供いただき、ポータルサイトで紹介します。
　7月に開催する「第12回システム管理者感謝の日イベント」の
場で表彰を予定しています。

コラムを執筆しませんか？  皆さまの運用ノウハウ募集

システム管理者認定講座 - 通年で開催しています

システム管理者を応援している活動を絶賛募集
　「システム管理者の会」ポータルサイトでは、
現場で生まれた運用ノウハウ、ITトレンドやキャリ
アアッププランといった、さまざまな話題をコラム
として紹介しています。

グループ演習を
通すことで

理解が深まります。
（初級）

運用の現場で
取り入れるべき
ITILについて、
演習付きで学べる
ので理解しやすい。

（初級）

リーダーシップとはなにかについて理解できました。
また、職場を例にした話から具体的なイメージを想像
することができ、現場で活かせる内容でした。（中級）

運用改善をやって
みたいメンバへの
教材としても十分な
内容だと思いました。
受講を勧めたいと
思います。（中級）

机上の理論では
なく実務に沿って
います。（中級）

課題で学んだ事は業務
に役立つと感じます。
また、コミュニケーション
スキルを向上できたと
思います。（中級）

ディスカッション型の研修は、講師の方よりお話い
ただいた内容を活用しながら同じチーム内で議論で
きる為、他の方の受け止められた観点が自身の観点と
違い今後のマネジメントへもいかせると感じました。
自身が説明した内容を相手がどのように認識したか
を確認するプロセスを設けようと思えました。（中級）

受講者の声

https://www.sysadmingroup.jp/
システム管理者の会を詳しく知ろう

UNIRITA Magazine 2018 MAY
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TIS株式会社（以下:TIS)の独自技術で開発した高性能マイグレータと、実績に裏打ちされたデリバリ・ノウハウにより、「大規模レガ
シー資産」のJava化と最新プラットフォームへの安全確実な移行を実現するサービスをご紹介します。

IoT、AIなどの高度IT技術による第4次産業革命のムーブメントが以前
では考えられないスピードで大きな市場変化をもたらしている昨今、企
業が生き残るためにはこれまで以上にスピード感を持った経営のかじ
取りが重要です。競合に先駆けて、市場のニーズをいち早くキャッチし、
迅速な意思決定を行い、アクションに移すような理想的な企業活動を実
現するためには、IT技術の活用が必要不可欠です。
しかし、メインフレームを活用したIT基盤は、システム間連携や新機能
拡張に膨大な時間とコストがかかります。業種業態を問わず、メインフ
レームで稼働する基幹業務システムでは、このような維持コストが積年
の課題となっており、早期にメインフレームを脱却し、オープン化する取
り組みが各企業で進んでいます。
加えて、近年COBOL技術者が高齢化により退職し、それに代わる若手
が足りず知識継承が困難になるなど、運用維持リスクが高まっており、グ
ローバルで見ても技術者の確保が容易なJava言語へ移行する企業が増
えています。
「オープン化×Java化」を短期間で確実に実現するために、TISでは、
独自開発した高性能マイグレータ「Xenlon ～神龍　Migrator C2J」と、
大規模メインフレームのオープン化の実績に裏打ちされたデリバリ・ノ
ウハウを集結した移行サービス、「Xenlon ～神龍 マイグレーションサー
ビス」を2017年4月より提供を開始しました。

本サービスは、「アセスメントサービス」「マイグレーションサービス」
「運用・保守サービス」「Cloud基盤移行サービス」「Cloud基盤プラット
フォームサービス」の5つのメニューで構成されています。その中心にあ
る高性能マイグレータ「Xenlon ～神龍 Migrator C2J」は、事前に解析し
た データ構造やロジックを分析ツールに 蓄え、 変換時に分析結果を活
用することで、「正確性」、「性能」、「保守性」を担保したソースコードのリ
ライト（自動生成）を行います。COBOLの言語仕様をJava上で忠実に再現
し、COBOLで実装される業務ロジックのほぼ100%を自動で変換します。

パートナー様
ご紹介

従来は不可能と諦めていた「大規模レガシー資産」の Java 化と
最新プラットフォームへの安全確実な移行を実現するサービス

そして、事前に行う現状分析では、新システムのアーキテクチャ方式
を策定し、ブラックボックス化した現行資産を見える化、棚卸しした上で、
移行すべき資産、必要な製品群を特定しマッピングします。

システム刷新を検討中のお客様からは、「メインフレーム資産が膨大
かつ不明なため、どのような進め方・手段が適切なのか分からない。」と
いうご相談を多くいただききます。アセスメントサービスでは、システム
刷新後の姿を見据え、その姿を実現するための手段として「Xenlon ～
神龍 マイグレーションサービス」を適用する部分と、適用しない範囲で
はどのような手段が適切か、といったスコープを明確にするご支援を行
うことも可能です。
経営のスピード化を実現するシステムへの変革に向けた第一歩とし

て、我々TISの「Xenlon ～神龍 マイグレーションサービス」をぜひご活用
ください。

Xenlon ～神龍 検   索

「Xenlon ～神龍 マイグレーションサービス」

アセスメント
サービス

運用・保守マイグレーションサービス

簡易アセス
ヒアリング
シート
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図1: Xenlon ～神龍 マイグレーションサービスの5つのサービス

COBOLの言語仕様を可能な限りJava上で忠実に再現することで
マイグレーションの適用範囲を拡大!
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3つの仕組みで、正確性・性能・保守性を最大限に考慮した
ソースコードを自動生成
※2018年1月より、PL/I→Java変換対応開始

図2: 「Xenlon ～神龍 Migrator C2J」の特徴

 図3：アーキテクチャ構成図（例）
※ジョブ管理、帳票出力には、ユニリタ製品「A-AUTO」、 「BSP-RM」「DURL」などをラインナップ
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運用管理
基盤

αシステム

AP
サーバ

DB
サーバ

共有ストレージ

媒体書出
サーバ

A-AUTO
ジョブ管理 統合監視

バックアップ製品
ログ管理製品

現行メインフレームアプリケーション
業務アプリケーション／アーキテクチャ構成図

メインフレーム
αシステム

NDB RDB

DB etc

システム間連携

オンライン
業務

通信制御

一括制御一括処理

非同期処理

その他製品・ユーティリティ

ファイル

A-AUTO
（ジョブ管理）

JES

バッチ
プログラム
その他

帳票

世代管理
AUTO
パラメータ

A-SPOOL
（センター帳票）

ソート
サーバ

帳票
サーバ

バッチプログラム・
その他

バッチ
実行基盤

DB
アクセス

ファイル転送（同期）

暗号化

一括
処理

非同期
処理

ジョブ
関連部品 ソート

センター
帳票出力

都度起動
バッチ

C2J
ライブラリ

統合DB
サーバ

DB

BSP-RM

DURL

バッチサーバ




